
• 1833年 硫化銀Ag2Sを熱すると金属並みの導電性 (M. Farady)

• 1873年 セレンSeが光照射によって電気抵抗が減少 (W. Smith)

• 1876年 セレンSe 光電池として働く (W. Adams, R. Ray)

• 1883年 セレンSe 整流器 (C. Fritts)

• 1874年頃 方鉛鉱PbS, 黄鉄鉱FeS2 整流作用の系統的研究 (F. Braun)

•  (1879年 E. Hall: Hall効果を発見)

• 1900年頃～ 点接触形整流器(鉱石検波器)。1904年PbS, 1908年Si.

• 半導体特性を示す鉱物: SiC, Si, Cu2O, Fe2O3, ZnO, U2O, Al2O3 等.

• ゲルマニウムGeは、最も遅れて現れた半導体である。

• 1935年～1940年 p形半導体の存在が知られるようになった。

• ≈1945年 Ge, Si単結晶成長技術. p形, n形不純物の添加, 制御。

トランジスタ以前の半導体

114年12月10日水曜日

(参考資料 2014 #8-p.1: 高田)

• 1821年 Seebeck効果 (T.  J. Seebeck) 　　　　　　　　　　　　　　　
→熱電対の原理 (異金属接触部に温度差があると、起電力を生ず)

• 1834年 Peltier効果 (J. C. A. Peltier)　　　　　　　　　　　　　　　　
→異金属に電流を流すと、吸熱 or 発熱反応をする.

• 1854年 Thomson効果 (W. Thomson)　　　　　　　　　　　　　　　　
→温度差がある単一金属に電流を流すと、吸熱 or 発熱反応をする.

• 1879年 Hall効果を発見 (E. H. Hall)　　　　　　　　　　　　　　　　
→電流方向と垂直に磁場を掛けると、電流, 磁場 両方向に垂直方向に
起電力が生じる(担体の電荷量qとその個数nの積q nが測定できる).

p形半導体と正孔の存在

最も簡便なp形/n形ウエハの判定法 (右図):  　　　　　　　　　　　　　
→半田ごて側に電流が流れ込むとp形 (逆ならn形).

これらは全て金属に対しての効果として見いだされたが、　　　　
半導体では著しく顕著に表れる。　　　　　　　　　　　　　　
また、起電力/電流が逆の物質も存在する(n形とp形の存在).

µA
hot

wafer
214年12月10日水曜日

(参考資料 2014 #8-p.2: 高田)
・電荷担体は、高温側から低温側に移動する。それが正電荷か負電荷で発生する起電力は逆になる。
・電流が流れると、電荷担体の移動方向にエネルギーも移動する。



点接触型diode: 
(多結晶Si)

Davydov’s pn接合理論: 
(CuO-Cu整流器)

点接触型transistor: Ge

GE’s 合金形diode: Ge

Shockley’s pn接合理論: Ge

Shockley’s 接合形transistor予想

合金形: Ge

点接触形: Ge
transistorの実用化

成長形: Ge

Epitaxial構造: Si

Planar構造: Si

トランジスタの構造と理論の進化

三重拡散構造: Si
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合金形transistorモデル: 小電流動作

一般的なtransistorの動作モデル
(based on pin diode)
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≈2010

高耐圧BJTの完成: Si
1982

(pinダイオードの動作モデル)
2013

314年12月10日水曜日

(参考資料 2014 #8-p.3: 高田)
Shockleyの理論は突然現れたものではない。
GEは、ダイオード, BJTの開発, 製品化に大きな寄与をした。その中心人物はR. Hallであった。
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高耐圧BJTの電荷担体密度と電位分布(シミュレーション結果)
@VCE=1V, y=0µm
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@VBE=0.7V

nBe ≈ n2
i

NA
exp(

qVBE

kT
) (17)

nE ≈ ni exp(
qVBE

2kT
) (18)
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小電流動作 @VBE=0.6V
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自由電子分布(ne)は
低電圧BJTに似た状況

nBe ≈ n2
i

NA
exp(

qVBE

kT
) (17)

nE ≈ ni exp(
qVBE

2kT
) (18)
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(参考資料 2014 #8-p.4: 高田)
大電流動作は、n-領域の電界存在領域の幅xnを小さくして電界強度EFを増やして、大きなJCを流す状況。
この時、電荷担体存在領域がベース領域からコレクタ側に伸展する。



高耐圧BJTの小電流動作/大電流動作

小電流動作

nBe ≈ n2
i

NA
exp(

qVBE

kT
) (17)

nE ≈ ni exp(
qVBE

2kT
) (18)
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p-ベース領域の拡散電流

接合端部の少数電荷は
熱平衡状態時(ni2/NI)のeqV0/KT倍

流 JBe を無視できる。
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=
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=
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(15.16)
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(15.17)

そうすれば、この (式 15.15) の第２項を、Ge 合
金形トランジスタを除く BJTでは、省略できよう。
ベース領域の電極接続部近傍が p+ 領域であること
は、“高耐圧”BJTだけでなく “低耐圧”BJTも含め
た基本要因と言える。
結局、npn形高耐圧BJTの潜在能力を十分に発揮

するためには、次の構造が考えられる。

• 高耐圧を得るには、ベース領域とコレクタ n+

領域の間に n− 領域が必要である。

• 高 hFEを得るには、ベース領域には主電流が通
る p− 領域とベース電極近傍の p+ 領域の組合
せとする。

• 高 hFEを得るには、エミッタ n+領域は、浅く、
狭いことが望ましい。

• そのようなエミッタ-ベース構造には、ベース領
域とエミッタ n+ 領域の間にごく低濃度の不純
物濃度領域が必要になる。

これらの要件を最も簡潔に満たしているのが、埋
め込みゲート形BSITの基本構造である。なお、ベー
ス領域とコレクタ n+ 領域の間の n− 領域の長さは
耐圧値を制限する以外は本質的でないので、高耐圧
BJTの動作機構と基本構造は低耐圧 BJTにもその
まま適用できる。このため、埋め込みゲート形BSIT
構造は、高耐圧 BJTだけでなく、低耐圧 BJTの基
本構造とも言える。

図 15.19: 高耐圧 BJTの nh, neと電界強度の分布-I
(小電流動作: nen− = NDn−)

15.5.2 高耐圧BJTの小電流動作
通常、図 15.3で表される高耐圧BJTの構成図は、
図15.8に示すBSIT構造のpピラーを含む上半分に対
応している。図 15.19は、その箇所の電荷担体nh, ne

と電界強度EF 25 の分布の模式図26 で、小電流動作
のシミュレーション結果 (図 15.12)を整理したもの
である (JC ≈ 2A/cm2 @VBE = 0.6V, VCE = 1V )。
この図のエミッタ-ベース間の電荷担体分布は、図

11.1に示す pinダイオードの電荷担体分布に似てい
る。第 II部 11.1節 “1次元 pinダイオードの小電流
動作”で述べているように、pinダイオードの小電流
動作は pnダイオードと基本的に同じなので、ベー
ス電流は低耐圧 BJTと同じ (式 15.12) 27 で表され
る。また、ベース領域 (pピラー)での自由電子密度
neの傾斜による拡散電流がコレクタ電流 JC となる
のは、低耐圧 BJTの動作 (図 15.6-a)と同じである。
したがって、この JC も低耐圧BJTと同じ (式 15.1)
で表し得る。結局、高耐圧BJTの小電流動作は、図
15.6-aに示す低耐圧BJTの小電流動作と実質的に同
等である。
このことを定量的に評価するために、小電流動作
の hFE を示す (式 15.3) の De/Dh = µe/µh に各
領域の不純物濃度 (p−:1016cm−3, n+ : 1020cm−3)
に応じた移動度の比 (900/50)を代入すると hFE =

25電界強度 EF は、ベース-コレクタ間のみを表示している。
26図 15.9 のエミッタ電極と p ピラーを通る y = 0µm 断面。
27本当は 15.2 節で問題とした (式 15.15) であるが、先項で述
べたように右辺の第２項が無視できるので (式 15.12) と近似で
きる。なお、エミッタ-ベース間の電荷担体密度がわずかに傾く理
由は次項で説明する。
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大電流動作-A
nBe ≈ n2

i

NA
exp(

qVBE

kT
) (17)

nE ≈ ni exp(
qVBE

2kT
) (18)
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全n-領域の拡散電流

接合端部のキャリアは
真性キャリア密度(ni)のeqV0/2KT倍

図 15.26: 高耐圧BJTのnh, neと電界強度の分布-III
(巨大電流動作: nen− > NDn− , vde ≈ vs)

(ND0, NC の値を大きくすべし)

況であると説明した。しかしながら、コレクタ電流
密度 JC がより大きくなると、電界強度 EF 分布が
図 15.26に示す状況に変わる。

まず、図 15.20におけるコレクタ電流 JC は、電
荷存在領域 (xn)中に着目すれば (式 15.29)で表され
る。電界強度 EF は、(式 15.30)となる。

JC = qneµeEF (15.29)

EF =
JC

qµene
(15.30)

xn 中の自由電子密度 ne が小さいうちは、ne は、
電荷中性の要請より (ne + NDn− = 0)、n− 領域の
不純物イオン密度NDn− に等しい (ne = NDn−)。こ
のため、電界強度 EF は、(式 15.31)で示されるよ
うに JC に応じて定まる一定値となる。

EF =
JC

qµeNDn−
∝ JC (15.31)

もっとも、電界強度EF はポアソン方程式
(式 9.1) 56 に従わねばならない。このため、
正味の電荷が存在しない領域では、EFが一
定値であることが第一に定まる (式 15.32)。
その上で、コレクタ電流 JC が “ドリフト-
拡散輸送モデル”(式 9.5)で表されることか
ら、(式 15.31)が要請されることになる。

56第 II部 9.3節 “デバイス シミュレータが使う基本方程式群”
を参照。

ϵs∇2ψ = −q(nh − ne + ND − NA) (式 9.1)

Je = qDe∇ne − qµene∇ψ (式 9.5)

EF ≡ − q

ϵs

dψ

dx
+ C = C (15.32)

C :積分定数

次に、図 15.26におけるコレクタ電流 JC は、EF

が大きくなりドリフト速度 (vd = µEF )が飽和速度
(vs ≈ 100km/s)に達した状況を表している。
この時、EF は JCと無関係となる (式 15.33)。EF

は、ポアソン方程式 (式 9.1)に従って、(式 15.34)の
ように正味の負電荷密度 (ne −NDn−)に比例してコ
レクタ側に向かって直線的に増える特性となる。こ
のため、JC(= qneµeEF )の値が [q(NDn−)vs]より
も巨大になれば、EF の傾きが JC に比例して増大
すると見なすことが出来る (式 15.35)。

JC = qnevs ∝ ne (15.33)

EF ≡ − q

ϵs

dψ

dx
=

q

ϵs
(ne−NDn−)x (15.34)

EF ≈ q

ϵs
nex =

q

ϵs

JC

qvs
x (15.35)

このように、コレクタ電流 JC(=qnevs) が J0 =
q(NDn−)vsを大きく超えると (ne ≫ NDn−)、n−領
域の電界存在領域 (xn)内の大半の電界強度 EF が
ドリフト速度 (µeEF )が飽和する 104V/cmよりも
大きくなり得るので、n− 領域の電界強度 EF 分布
は図 15.26で模式的に表すことが出来る。

さて、15.5.3項 “高耐圧 BJTの大電流動作”の最
後で述べたBJT動作の安定化機構は、図 15.25中の
(a)のような低電圧領域での話であった57。そして、
BJT動作がより高電圧, 大電流になった (b)領域で
も、それと基本的に同じ機構が働いている58。

(b)領域のような高電圧, 大電流動作の典型
が、第 I部 5.4.3項の “ii. 高耐圧 BJT”で
説明した “短絡動作”である。

57このようなベース電流が十分に供給された状況での低電圧オ
ン動作は、“飽和 (saturation) 動作” と呼ばれている。

58すなわち、仮に JC が増大すると電界強度 EF の傾きが増
して xn は小さくなる。すると、xb(= LBC − xn)は大きくなっ
て JC(= 2qDe

np

xb
) は減少せざる得ない
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9, 000 となる。これに対し、あえてバンドギャ
ップ縮小効果を外したシミュレーション結果は
JC/JBh = 1.41Acm−2/0.30mAcm−2 ≈ 4, 700であ
った (@VBE = 0.6V, VCE = 3V,Econ W = 4µm)。
約 2倍の違いは、図 15.9の pピラー部が素子断面の
半分であることから説明できる。
また、ベース電子電流成分 JBeは 0.16mA/cm2な

ので JBh/JBe ≈ 1.9だが、実際の BJTではバンド
ギャップ縮小効果が現れて、この比は 15.5.5項に示す
ように約 4倍 (≈ 40/10)となろう。このようにベー
ス電流の電子成分JBeが相対的に小さいのは、シミュ
レーション構造 (図 15.9)で特に p+ベース領域があ
るためである。

15.5.3 高耐圧BJTの大電流動作
図 15.20は、100A/cm2 程度の大電流動作での電

荷担体 nh, ne と電界強度 EF 28 の分布を模式的に
示している (@VBE = 0.8V )。図 15.12の小電流動作
から VBEを 0.2V 増やした場合のシミュレーション
結果 (図 15.13)に相応している。
コレクタ電流 JCが増えてベース-コレクタ間のn−

領域の自由電子密度 (ne = JC
qµeEF )が n− 領域の不

純物濃度 NDn− を越えると (式 15.18)、正味の電荷
密度が負となるので電界の傾きが右上がりとなって、
電界が無くなった領域 xbが pピラーの外側に現れる
(LBC は pピラー-コレクタ間の距離)。そこにほぼ等
量の正孔と自由電子 (ne = nh+NDn−)が pピラー側
より伸展して、実質的なベース領域幅は (xe+Lp+xb)
となる。

JC > qµe
VCE − VBE

LBC
NDn− (15.18)

図 15.14に示すように、このベース領域の
伸展はコレクタ電圧 VCE が小さいほど現
れ易くなる。

この実質的なベース領域が拡大するとコレクタ電
流 JC を流す能力が下がるので、xbは本項末に説明
するように JC 値と VCE 値に応じて安定に定まる。

28B-C 間の電界強度だけを、図 15.19 よりも拡大して表示し
ている。

図 15.20: 高耐圧BJTの nh, neと電界強度の分布-II
(大電流動作: nen− > NDn− , vde = µeEF )

そして、実質的なベース領域には正孔と自由電子
が共存し、自由電子はその n− 領域を通じて同じ率
JC で流れている。しかしながら、正孔は動かずにコ
レクタ側に向かって減少する分布 nh(x)を保つ。こ
の時、正孔の拡散運動にちょうど拮抗するドリフト
運動を引き起こすように内部電界 Ei(x)が発生して
いる (式 15.19)。この内部電界 Ei(x)が自由電子に
働くと、その位置 xの拡散電流と大きさと方向が同
じドリフト電流をもたらす (式 15.20) 29。電子電流
(Je = JC)は (式 15.21)と表されるので、n−領域内
に一定の主電流 JC が流れるためには、n−領域中の
電荷担体分布 nh(x) ≈ ne(x)の傾きが一定であるこ
とが必要条件である。

−qDh
dnh

dx
= qnhµhEi(x) (15.19)

(nh ≈ ne)

−qneµeEi(x) = qneµe
Dh

nhµh

dnh

dx

≈ qDe
dne

dx
(15.20)

Je(x) = qDe
dne

dx
− qneµeEi(x)

≈ 2qDe
dne

dx
(15.21)

なお、pピラー部では正孔密度の変化率が
小さく内部電界Eiはほぼ無視できるので、
自由電子密度の傾き (∆ne/Lp−)はその外

29アインシュタインの関係式 (D/µ = kT/q) を用いている。
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流 JBe を無視できる。
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そうすれば、この (式 15.15) の第２項を、Ge 合
金形トランジスタを除く BJTでは、省略できよう。
ベース領域の電極接続部近傍が p+ 領域であること
は、“高耐圧”BJTだけでなく “低耐圧”BJTも含め
た基本要因と言える。
結局、npn形高耐圧BJTの潜在能力を十分に発揮

するためには、次の構造が考えられる。

• 高耐圧を得るには、ベース領域とコレクタ n+

領域の間に n− 領域が必要である。

• 高 hFEを得るには、ベース領域には主電流が通
る p− 領域とベース電極近傍の p+ 領域の組合
せとする。

• 高 hFEを得るには、エミッタ n+領域は、浅く、
狭いことが望ましい。

• そのようなエミッタ-ベース構造には、ベース領
域とエミッタ n+ 領域の間にごく低濃度の不純
物濃度領域が必要になる。

これらの要件を最も簡潔に満たしているのが、埋
め込みゲート形BSITの基本構造である。なお、ベー
ス領域とコレクタ n+ 領域の間の n− 領域の長さは
耐圧値を制限する以外は本質的でないので、高耐圧
BJTの動作機構と基本構造は低耐圧 BJTにもその
まま適用できる。このため、埋め込みゲート形BSIT
構造は、高耐圧 BJTだけでなく、低耐圧 BJTの基
本構造とも言える。

図 15.19: 高耐圧 BJTの nh, neと電界強度の分布-I
(小電流動作: nen− = NDn−)

15.5.2 高耐圧BJTの小電流動作
通常、図 15.3で表される高耐圧BJTの構成図は、
図15.8に示すBSIT構造のpピラーを含む上半分に対
応している。図 15.19は、その箇所の電荷担体nh, ne

と電界強度EF 25 の分布の模式図26 で、小電流動作
のシミュレーション結果 (図 15.12)を整理したもの
である (JC ≈ 2A/cm2 @VBE = 0.6V, VCE = 1V )。
この図のエミッタ-ベース間の電荷担体分布は、図

11.1に示す pinダイオードの電荷担体分布に似てい
る。第 II部 11.1節 “1次元 pinダイオードの小電流
動作”で述べているように、pinダイオードの小電流
動作は pnダイオードと基本的に同じなので、ベー
ス電流は低耐圧 BJTと同じ (式 15.12) 27 で表され
る。また、ベース領域 (pピラー)での自由電子密度
neの傾斜による拡散電流がコレクタ電流 JC となる
のは、低耐圧 BJTの動作 (図 15.6-a)と同じである。
したがって、この JC も低耐圧BJTと同じ (式 15.1)
で表し得る。結局、高耐圧BJTの小電流動作は、図
15.6-aに示す低耐圧BJTの小電流動作と実質的に同
等である。
このことを定量的に評価するために、小電流動作
の hFE を示す (式 15.3) の De/Dh = µe/µh に各
領域の不純物濃度 (p−:1016cm−3, n+ : 1020cm−3)
に応じた移動度の比 (900/50)を代入すると hFE =

25電界強度 EF は、ベース-コレクタ間のみを表示している。
26図 15.9 のエミッタ電極と p ピラーを通る y = 0µm 断面。
27本当は 15.2 節で問題とした (式 15.15) であるが、先項で述
べたように右辺の第２項が無視できるので (式 15.12) と近似で
きる。なお、エミッタ-ベース間の電荷担体密度がわずかに傾く理
由は次項で説明する。
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(参考資料 2014 #8-p.5: 高田)
小電流動作は低耐圧トランジスタと変わらない。 p-ベース領域での自由電子の拡散電流。
大電流動作は、n-領域の電界存在領域の幅xnを小さくして電界強度EFを増やして、大きなJCを流す状況。
xbは長くなり、拡散電流であるJCが低下することで安定な動作となる。

nBe ≈ n2
i

NA
exp(

qVBE

kT
) (17)

nE ≈ ni exp(
qVBE

2kT
) (18)

5

全n-領域の拡散電流

接合端部の電荷担体密度は
真性電荷担体密度(ni)のeqV0/2KT倍

E B C

nE
nB np

nBh

nBe

nph

npe
xnxb

EF
n

nh0

ND0

Ln-
xe

高耐圧BJTの大電流動作-B
図 15.26: 高耐圧BJTのnh, neと電界強度の分布-III

(巨大電流動作: nen− > NDn− , vde ≈ vs)
(ND0, NC の値を大きくすべし)

況であると説明した。しかしながら、コレクタ電流
密度 JC がより大きくなると、電界強度 EF 分布が
図 15.26に示す状況に変わる。

まず、図 15.20におけるコレクタ電流 JC は、電
荷存在領域 (xn)中に着目すれば (式 15.29)で表され
る。電界強度 EF は、(式 15.30)となる。

JC = qneµeEF (15.29)

EF =
JC

qµene
(15.30)

xn 中の自由電子密度 ne が小さいうちは、ne は、
電荷中性の要請より (ne + NDn− = 0)、n− 領域の
不純物イオン密度NDn− に等しい (ne = NDn−)。こ
のため、電界強度 EF は、(式 15.31)で示されるよ
うに JC に応じて定まる一定値となる。

EF =
JC

qµeNDn−
∝ JC (15.31)

もっとも、電界強度EF はポアソン方程式
(式 9.1) 56 に従わねばならない。このため、
正味の電荷が存在しない領域では、EFが一
定値であることが第一に定まる (式 15.32)。
その上で、コレクタ電流 JC が “ドリフト-
拡散輸送モデル”(式 9.5)で表されることか
ら、(式 15.31)が要請されることになる。

56第 II部 9.3節 “デバイス シミュレータが使う基本方程式群”
を参照。

ϵs∇2ψ = −q(nh − ne + ND − NA) (式 9.1)

Je = qDe∇ne − qµene∇ψ (式 9.5)

EF ≡ − q

ϵs

dψ

dx
+ C = C (15.32)

C :積分定数

次に、図 15.26におけるコレクタ電流 JC は、EF

が大きくなりドリフト速度 (vd = µEF )が飽和速度
(vs ≈ 100km/s)に達した状況を表している。
この時、EF は JCと無関係となる (式 15.33)。EF

は、ポアソン方程式 (式 9.1)に従って、(式 15.34)の
ように正味の負電荷密度 (ne −NDn−)に比例してコ
レクタ側に向かって直線的に増える特性となる。こ
のため、JC(= qneµeEF )の値が [q(NDn−)vs]より
も巨大になれば、EF の傾きが JC に比例して増大
すると見なすことが出来る (式 15.35)。

JC = qnevs ∝ ne (15.33)

EF ≡ − q

ϵs

dψ

dx
=

q

ϵs
(ne−NDn−)x (15.34)

EF ≈ q

ϵs
nex =

q

ϵs

JC

qvs
x (15.35)

このように、コレクタ電流 JC(=qnevs) が J0 =
q(NDn−)vsを大きく超えると (ne ≫ NDn−)、n−領
域の電界存在領域 (xn)内の大半の電界強度 EF が
ドリフト速度 (µeEF )が飽和する 104V/cmよりも
大きくなり得るので、n− 領域の電界強度 EF 分布
は図 15.26で模式的に表すことが出来る。

さて、15.5.3項 “高耐圧 BJTの大電流動作”の最
後で述べたBJT動作の安定化機構は、図 15.25中の
(a)のような低電圧領域での話であった57。そして、
BJT動作がより高電圧, 大電流になった (b)領域で
も、それと基本的に同じ機構が働いている58。

(b)領域のような高電圧, 大電流動作の典型
が、第 I部 5.4.3項の “ii. 高耐圧 BJT”で
説明した “短絡動作”である。

57このようなベース電流が十分に供給された状況での低電圧オ
ン動作は、“飽和 (saturation) 動作” と呼ばれている。

58すなわち、仮に JC が増大すると電界強度 EF の傾きが増
して xn は小さくなる。すると、xb(= LBC − xn)は大きくなっ
て JC(= 2qDe

np

xb
) は減少せざる得ない
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Em= -q(ND-ne)L/εs

εs ≈ 1x10-12 F/cm

vs ≈ 1x107 cm/s

EC ≈ 1.5x105 V/cm

V = Em•L/2 ≈ εs•Em
2/(2•q•ne)

J•V = q•vs•ne•V ≈ (εs•vs/2)•Em
2

辿ると却って遠回りすることは歴史が示す所である。

9.3 デバイス シミュレータが使う
基本方程式群

デバイス シミュレータは、全節点でポアソン方程
式 (式 9.1)と正孔と自由電子の連続性を示す (式 9.2),
(式 9.3)が成り立つ条件を計算する22。
それに加えて、最も簡単な “ドリフト-拡散輸送モ

デル”を使う場合には、(式 9.4)と (式 9.5)の成立が
条件に加わる 23 [43]。このモデルでは、電流が電荷
担体の拡散成分 (右辺第 1項)とドリフト成分 (右辺
第 2項)の和で表される。

ϵs∇2ψ = −q(nh − ne + ND − NA) (9.1)

−∇Jh = qR + q
∂nh

∂t
(9.2)

∇Je = qR + q
∂ne

∂t
(9.3)

Jh = −qDh∇nh − qµhnh∇ψ (9.4)

Je = qDe∇ne − qµene∇ψ (9.5)

ϵs : 半導体の誘電率
ψ : 半導体中の電位
q : 電気素量 (1.6 × 10−19C)

nh : 正孔密度, ne :自由電子密度
ND : ドナーイオン密度
NA : アクセプターイオン密度

Jh, Je : 正孔,電子の電流密度
Dh, De : 正孔,自由電子の拡散係数
µh, µe : 正孔,自由電子のドリフト移動度

R : 正孔と自由電子の再結合速度

µh, µe, R等が、操作者が選ぶ “物理モデル”のパ
ラメータである。Dh, Deは、µh, µeから (式 9.6)の
アインシュタインの関係式を満たすように算出され

22下付きの hとe は、正孔と自由電子の成分を示す。
23サブミクロン以下の微細な構造には、これらの式が異なる別
のモデルが推奨されている。

ている24。

D =
kT

q
µ (Einsteinの関係式) (9.6)

ドリフト移動度 µ は、最も重要な “物理モデル”
で、これを欠いた計算は考えられない。7.5.3項で説
明したように不純物濃度NA, ND, 電荷担体密度 nh,
ne,そして温度 T の関数である。また、1×104V/cm

程度以下では電界強度 EF に依存しないが、それ以
上では漸次 (∝ 1/EF )の特性となる。それぞれの要
因について、幾つかのドリフト移動度のモデルを指
定できる25。
再結合速度 Rは、負値 (−R)で発生速度を示す。

7.4節 “再結合・対発生モデル”で述べたように幾つ
かの機構 (直接再結合, SRH再結合, Auger再結合)
があり、それぞれに対して反応断面積 σh, σeあるい
はライフタイム τh, τe を設定できる26。
衝突電離 (impact ionizationあるいは avalanche)
現象は、電荷発生現象であるので発生速度 (−R)の
範疇に入るのであるが、それとは別の “物理モデル”
として慣例的に扱われている。この現象に対しても、
電界強度 EF と温度 T の関数として衝突電離係数
αh, αe を与えるモデルが何種類か内蔵されている。
ドリフト現象と違って、再結合現象と衝突電離現
象は、それらを必要としない状況もある。操作者は、
必要な際には “物理モデル”として指定しなければ、
計算に含まれない

9.4 ボルツマン分布則の扱い
シミュレータは、明示的にボルツマン分布

(
exp(−∆Eab/kT ) = Na/Nb

)
を扱うことはしない。

24デバイス シミュレータでは、移動度 µ の設定は任意にでき
るが、拡散係数 D については設定できない。
この式は、1905 年に A. Einstein が重力等の外力が動く状況で
溶液中の微粒子が拡散するブラウン運動を解析する過程で導いた。
その意味は、9.4 節 “ボルツマン分布則の扱い” で述べている。

25各モデルは、それを提起した論文の著者の名前で呼ばれてい
る。市販のシミュレータでは、不純物濃度と温度の依存性は既定
条件で含まれているが、電荷担体密度依存性と高電界でのドリフ
ト速度の飽和現象は操作者が付け加えねばならない場合が多い。

26なお、(式 9.2)と (式 9.3)は、電流連続式と呼ばれている。
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図 15.26: 高耐圧BJTのnh, neと電界強度の分布-III
(巨大電流動作: nen− > NDn− , vde ≈ vs)

(ND0, NC の値を大きくすべし)

況であると説明した。しかしながら、コレクタ電流
密度 JC がより大きくなると、電界強度 EF 分布が
図 15.26に示す状況に変わる。

まず、図 15.20におけるコレクタ電流 JC は、電
荷存在領域 (xn)中に着目すれば (式 15.29)で表され
る。電界強度 EF は、(式 15.30)となる。

JC = qneµeEF (15.29)

EF =
JC

qµene
(15.30)

xn 中の自由電子密度 ne が小さいうちは、ne は、
電荷中性の要請より (ne + NDn− = 0)、n− 領域の
不純物イオン密度NDn− に等しい (ne = NDn−)。こ
のため、電界強度 EF は、(式 15.31)で示されるよ
うに JC に応じて定まる一定値となる。

EF =
JC

qµeNDn−
∝ JC (15.31)

もっとも、電界強度EF はポアソン方程式
(式 9.1) 56 に従わねばならない。このため、
正味の電荷が存在しない領域では、EFが一
定値であることが第一に定まる (式 15.32)。
その上で、コレクタ電流 JC が “ドリフト-
拡散輸送モデル”(式 9.5)で表されることか
ら、(式 15.31)が要請されることになる。

56第 II部 9.3節 “デバイス シミュレータが使う基本方程式群”
を参照。

ϵs∇2ψ = −q(nh − ne + ND − NA) (式 9.1)

Je = qDe∇ne − qµene∇ψ (式 9.5)

EF ≡ − q

ϵs

dψ

dx
+ C = C (15.32)

C :積分定数

次に、図 15.26におけるコレクタ電流 JC は、EF

が大きくなりドリフト速度 (vd = µEF )が飽和速度
(vs ≈ 100km/s)に達した状況を表している。
この時、EF は JCと無関係となる (式 15.33)。EF

は、ポアソン方程式 (式 9.1)に従って、(式 15.34)の
ように正味の負電荷密度 (ne −NDn−)に比例してコ
レクタ側に向かって直線的に増える特性となる。こ
のため、JC(= qneµeEF )の値が [q(NDn−)vs]より
も巨大になれば、EF の傾きが JC に比例して増大
すると見なすことが出来る (式 15.35)。

JC = qnevs ∝ ne (15.33)

EF ≡ − q

ϵs

dψ

dx
=

q

ϵs
(ne−NDn−)x (15.34)

EF ≈ q

ϵs
nex =

q

ϵs

JC

qvs
x (15.35)

このように、コレクタ電流 JC(=qnevs) が J0 =
q(NDn−)vsを大きく超えると (ne ≫ NDn−)、n−領
域の電界存在領域 (xn)内の大半の電界強度 EF が
ドリフト速度 (µeEF )が飽和する 104V/cmよりも
大きくなり得るので、n− 領域の電界強度 EF 分布
は図 15.26で模式的に表すことが出来る。

さて、15.5.3項 “高耐圧 BJTの大電流動作”の最
後で述べたBJT動作の安定化機構は、図 15.25中の
(a)のような低電圧領域での話であった57。そして、
BJT動作がより高電圧, 大電流になった (b)領域で
も、それと基本的に同じ機構が働いている58。

(b)領域のような高電圧, 大電流動作の典型
が、第 I部 5.4.3項の “ii. 高耐圧 BJT”で
説明した “短絡動作”である。

57このようなベース電流が十分に供給された状況での低電圧オ
ン動作は、“飽和 (saturation) 動作” と呼ばれている。

58すなわち、仮に JC が増大すると電界強度 EF の傾きが増
して xn は小さくなる。すると、xb(= LBC − xn)は大きくなっ
て JC(= 2qDe

np

xb
) は減少せざる得ない
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(参考資料 2014 #8-p.6: 高田) ドリフト速度(µ EF)が飽和速度(vs)に達すると、xnの短縮によるJCの増大効果なし。
代わりに、(正味の負電荷密度が増えると)電界強度EF増大する関係が働きJCが増大する。
電界強度EFは直線的に増大し、その傾きは (巨大電流動作では) JCに比例する。この関係を使って、短絡耐量の解析
が行われた(1983年)。
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(参考資料 2014 #8-p.7: 高田)
L負荷大回路のclamp circuitはGCT遮断測定回路のスナバ回路と実質的に同等である。
すなわち、オン時のclampコンデンサ電圧が電源電圧になっている。

まとめ-2 (BJTの歴史)

パワートランジスタの成功理由
• 現象の本質を把握
• 常識の打破
• 理屈の単純な構造による対策
• (デバイス構造の素質), (工場での開発?)

不適切なターゲット設定により開発期間が長期化
サイリスタ40年, 高耐圧トランジスタ30年, IGBT ≥20年

新デバイス開発への要望
• 基本問題からの解決
• 取り残されている課題の解決

814年12月10日水曜日

(参考資料 2014 #8-p.8: 高田)


